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修正「中小企業の会計に関する指針」の公表について 

 

日本公認会計士協会、日本税理士会連合会、日本商工会議所及び企業会計基準委員会の関係

４団体が主体となって設置された「中小企業の会計に関する指針作成検討委員会」（以下「委

員会」という。）は、「中小企業の会計に関する指針」（以下「中小会計指針」という。）の見直

しを行い、９月 19 日の委員会においてその公表が承認されましたので、本日、修正「中小企

業の会計に関する指針」を公表いたします。 

 

この中小会計指針の見直しは、項番号の修正や関係法令の更新等に伴う所要の変更のみを行

うものであるため、公開草案の手続を経ずに、改正ではなく修正として公表することにいたし

ました。 

 

関係４団体においては、我が国の経済の好循環を実現していくためには中小企業の果たす役

割が重要であると認識しております。この点を踏まえ、中小会計指針を取引実態に合わせたよ

り利用しやすいものとするために、継続的に見直しを行っており、今回の見直しもその一環で

す。これにより、中小企業における会計の質の向上、ひいては持続的な経済社会の成長と経済

基盤の整備に貢献してまいりたいと考えておりますので、ご協力いただきますようお願い申し

上げます。 

 

今回の修正点 

(1) 関係法令の更新等 

グローバル・ミニマム課税制度に関連する注記を求める「会社計算規則の一部を改正する

省令（令和７年法務省令第５号）」が令和７年（2025 年）２月 28 日に公表されたことを受

け、47ページの「個別注記表」に「国際最低課税額に対する法人税等に関する注記」の項目

を加えました。一方で、当該項目については、グローバル・ミニマム課税制度の適用対象で、

損益計算書上、国際最低課税額に対する法人税等の金額を法人税等の金額に含めて表示して

おり、その金額が重要な場合に注記が必要となる旨を付記しました。 

また、日本公認会計士協会の実務指針のうち会計に関する指針のみを扱う実務指針につい

て企業会計基準委員会への移管が行われたため、その影響を反映しました。 

(2) 項番号・ページ番号の修正 



第 72 項(2)(6)の貸借対照表及び損益計算書並びに株主資本等変動計算書の例示を参照し

ている項番号、51 ページの「個別注記表の例示」の「株主資本等変動計算書に関する注記の

例示」の参照ページ番号を修正しました。 

(3) その他 

平成 31 年（2019 年）、令和３年（2021 年）及び令和５年（2023 年）の改正時のプレスリ

リースに記載したとおり、企業会計基準第 29 号「収益認識に関する会計基準」（以下「収益

認識会計基準」という。）の考え方を中小会計指針に取り入れるかどうかは、収益認識会計

基準の上場企業等への適用状況及び中小企業における収益認識の実態も踏まえ、検討するこ

とを考えております。 

 
 

＜お問い合わせ先＞ 

○ sme@jicpa.or.jp 日本公認会計士協会 https://jicpa.or.jp/ 

（お問い合わせ先 稲見：03-6636-4058） 

○ sme@nichizeiren.jp 日本税理士会連合会 https://www.nichizeiren.or.jp/ 

（お問い合わせ先 村山：03-5435-0931） 

○ sme@jcci.or.jp 日本商工会議所 https://www.jcci.or.jp/ 

（お問い合わせ先 鶴岡：03-3283-7844） 

○ sme@asb-j.jp 企業会計基準委員会 https://www.asb-j.jp/jp/ 

（お問い合わせ先 飛田：03-5510-2711） 

 

以  上 

  



 

 

令和７年（2025 年）９月 19 日現在 

 

「中小企業の会計に関する指針」作成検討委員会名簿 
 

（敬称略） 

 

 

委員長    安藤 英義 一橋大学名誉教授・専修大学名誉教授 

 

弥永 真生 明治大学会計専門職研究科教授・筑波大学名誉教授 

 

南  成人 日本公認会計士協会会長 

 

太田 直樹 日本税理士会連合会会長 

 

荒井 恒一 日本商工会議所理事・事務局長 

 

川西 安喜 企業会計基準委員会委員長 

 

（オブザーバー） 

 

宇野 直紀 法務省民事局参事官 

 

小長谷章人 金融庁企画市場局企業開示課長 

 

笠井 康広 中小企業庁事業環境部財務課長 



令和７年（2025 年）5月 14 日時点 

 

 

「中小企業の会計に関する指針」作成検討専門委員会 専門委員 
 

（敬称略） 

 

安藤 英義 一橋大学名誉教授・専修大学名誉教授 

 

弥永 真生 明治大学会計専門職研究科教授・筑波大学名誉教授 

 

小山  彰 日本公認会計士協会常務理事 

 

伊藤  眞 日本公認会計士協会中小企業施策調査会委員 

 

安原  徹 日本公認会計士協会中小企業会計専門委員 

 

岡田 博憲 日本公認会計士協会中小企業会計専門委員 

 

加藤 眞司 日本税理士会連合会専務理事 

 

末吉 幹久 日本税理士会連合会常務理事・調査研究部長 

 

大畑 智宏 日本税理士会連合会理事・調査研究部副部長 

 

倉成  磨 日本税理士会連合会調査研究部常任委員 

 

加藤 正敏 日本商工会議所理事・産業政策第一部長 

 

川西 安喜 企業会計基準委員会委員長 

 

板橋 淳志 企業会計基準委員会ディレクター 

 

松田 由貴 企業会計基準委員会専門研究員 

 

（オブザーバー） 

 

原  哲也 法務省民事局局付 

 

鹿子木慎亮 金融庁企画市場局企業開示課主任会計専門官 

 

前沢 和完 中小企業庁事業環境部財務課課長補佐 
 

※専門委員会委員・オブザーバー名及び肩書については、専門委員会開催時のものです。 


